
－ 1 －

令和8年度6月補正予算案について

一 補正予算の概要

今回の補正予算は、中東情勢を受けた物価高に対応するため、県民生活や事業活動を支援するのに要する

経費、国の高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）を踏まえ、県立高等学校における教育改革

を先導する拠点を創出するのに要する経費について、それぞれ所要の予算措置を講ずることとした。

二 一般会計予算の規模

⑴ 令和 8年度現計予算額 751,400,000 千円

⑵ 今回の補正予算額（補正第 1 号） 11,363,500 千円

⑶ 令和 8年度予算累計額 762,763,500 千円

⑷ 令和 7年度同期予算額 710,027,151 千円

⑶
⑸ 対前年度同期比 ×100 107.4 ％

⑷

三 一般会計補正予算の歳入

今回の補正予算の主なる財源としては、歳出との関連において、国庫支出金100億9,636万 7千円及び繰入

金12億181万 5千円を計上したほか、財政調整基金からの繰入金4,972万 8千円を計上した。

四 一般会計補正予算の歳出

今回の補正予算に計上した歳出の内容は、次のとおりである。



　 令和8年度6月補正予算案の事業

１　物価高対策関連事業 千円

２　高校教育改革関連事業 千円

１　物価高対策関連事業

新 ○ 介護事業所等に対するサービス継続支援事業費補助 294,910 千円 健

県→　介護事業所等（補助率：10/10（設備等：国3/4、県1/4、食材料費等：国10/10））

新 ○ 障がい福祉従事者処遇改善緊急支援事業費補助 10,000 千円 健

新 ○ 福祉施設等物価高騰対策支援事業 471,206 千円 こ

健

新 ○ トラック運送事業者物価高騰対策事業費補助 645,809 千円 経

県→　(公社)県トラック協会（→　トラック運送事業者）（補助率：定額）

新 ○ 中小企業者等ＬＰガス・特別高圧電気価格高騰対策支援事業 104,263 千円 経

　食材料費等の高騰により、公定価格を上回る負担が生じている福祉施設等に対し、支援金
を給付する。

3,848,530

7,514,970

　本県の持続的な物流の確保に向けて、トラック運送事業者に対し、燃料費等の価格高騰分
を支援する。

　ＬＰガスや特別高圧電気を使用する中小企業者等の負担軽減を図るための支援金を給付す
る。

県→　商工団体（→　中小企業者等）

対象期間：①令和８年７月、９月、②令和８年８月

給付単価：①ＬＰガス30円/㎥、特別高圧電気1.3円/kWh、上限26万円（月額）

　　　　　②ＬＰガス38円/㎥、特別高圧電気1.7円/kWh、上限33万円（月額）

　介護事業所等におけるサービス提供に必要な設備等に対する支援や、食事サービスの提供
に必要となる食材料費等に対する支援を行う。

　障がい福祉分野における従事者の処遇改善を図るため、障がい福祉サービス事業所等が行
う賃上げの取組を支援する。

県→　障がい福祉サービス事業所等（補助率：10/10（国10/10））

１施設当たり

入所（有料老人ホーム等以外） 5,500円×定員

入所（有料老人ホーム等） 3,700円×定員

通所 1,800円×定員

5,500円×定員

1,800円×定員

1,800円×定員

※１　国庫補助対象外施設を対象
　　　このほか、資機材費への支援について、介護事業所等に対するサービス継続支
　　　援事業（再掲）で計上
※２　このほか、資機材費への支援について、障がい者施設のサービス種別に応じて
　　　事業所ごとに支援

施設区分

福
祉
施
設
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高齢者施設※１
障がい者施設※２

保護施設

保育施設

私立学校施設（幼稚園）
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新 ○ スマート農業チャレンジ支援事業費補助 1,191,000 千円 農

県→　農業者、農地所有適格法人、農作業受託組織等

補助率：1/2、上限：12,500千円

新 ○ 漁業用燃油価格等高騰対策緊急支援事業費補助 194,335 千円 農

県→　県漁業協同組合連合会等（補助率：1/2、定額）

新 ○ 水産業関連物価高騰対策支援事業費補助 76,843 千円 農

県→　漁業者、養殖業者、漁協（補助率：1/2、上限：15,000千円）

新 ○ ＬＰガス料金負担軽減生活者緊急支援事業 860,164 千円 危

【ＬＰガス料金負担軽減生活者緊急支援事業費補助】 860,000 千円

県→　(一社)県エルピーガス協会（→　ＬＰガス販売事業者）

補助率：10/10、支援額： 1 世帯当たり2,000円

２　高校教育改革関連事業

新 ○ 高等学校等教育改革促進基金積立金 6,313,155 千円 教

新 ○ 高等学校教育改革先導校創出事業 1,201,815 千円 教

○ アドバンスト・エッセンシャルワーカー等育成支援 514,523 千円

三本木農業恵拓高校

弘前工業高校

○ 理数系人材育成支援 227,136 千円

八戸北高校

○ 多様な学習ニーズに対応した教育機会の確保 460,156 千円

青森南高校

　高等学校等教育改革促進基金を活用し、技術革新や産業構造の変化等に対応した教育プロ
グラムの開発や人材育成を行うとともに、必要となる施設設備を整備する。

　国の漁業経営セーフティーネット構築事業に加入する漁業者及び養殖業者に対し、燃油及
び配合飼料に係る価格差補塡金のうち加入者負担分の一部を支援する。

　物価高騰の影響により経営が厳しい状況にある漁業者等に対し、経営コストの削減や生産
性向上につながる施設設備等の導入を支援する。

　ＬＰガス料金の上昇による一般家庭等の経済的負担を軽減するため、ＬＰガス販売事業者
を通じて料金減額を行う。

　国の高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）を踏まえ、県立高等学校におけ
る教育改革を先導する拠点を創出するため、基金積立てを行う。

　担い手の減少や物価高騰が続く中、持続可能で生産性の高い農業を実現するため、経営の
継続・発展に取り組む農業者等のスマート農業機械の導入を支援する。

【凡例】

部局名は以下のとおり略称表記しています。

こども家庭部 → こ 農林水産部 → 農

健康医療福祉部 → 健 危機管理局 → 危

経済産業部 → 経 教育庁 → 教
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